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平成２６年度宇都宮商工会議所事業計画 

 

Ⅰ 基本方針 

わが国経済は、平成２４年１２月以降、安倍総理の提唱するアベノミクスの効果に

より、株価や為替相場が改善され、デフレ経済からの脱却の兆しがうかがえるものの、

消費税増税などの懸念もあり、景気の先行きは依然として予断を許さない状況にある。 

特に地方の中小企業の多くは、売上の減少や原材料の高騰による収益の悪化などの

厳しい経営状況にあり、更に少子高齢化や環境問題、雇用情勢などの大きな課題を抱

えている現状にある。 

このような中、宇都宮商工会議所は、新たに策定した第３次中期事業計画（計画期

間平成２６年度～平成２８年度）及び改定した中長期財政計画（計画期間２６年度～

平成３５年度）に基づく、企業の活力強化、地域経済活性化、政策提言・組織・財政

基盤の強化を三本の柱とし、その確実な実現のため次のことに取り組むこととする。 

  

 １ 多様な業種構成による地域総合経済団体である商工会議所の特性を活かし、多角  

的・多面的な業種横断的連携交流を促進する。  

  ２ 部会、委員会、女性部、青年部、振興委員等の活動を強化し、商工会議所の機能

の向上を図る。 

３ 国などの各種支援施策を活用して、企業の経営力向上を支援する。 

４ 賑わい創出事業を通して、中心市街地や商店街の活性化を図る。 

５ 会員事業所訪問を強化し、現場に立脚した商工会議所活動を推進する。 

６ 会員や地域の意見・要望を集約し、行政等に対して提言・要望活動を積極的に実

施する。  

 ７ 行政、大学・研究機関、他の経済団体等との連携強化を図る。  

 ８ 国の委託事業などの施策を積極的に活用する。 

  

  さらに、中期事業計画の実効性を高める財政的な裏付けと、本商工会議所の健全で

安定した財政基盤の確立を目的に、平成２５年度に改定した中長期財政計画に基づく

財政運営を図る。 
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Ⅱ 主要事業 

１  企業活力の強化 

    地域経済の基盤である中小企業に対し、個々の企業の経営課題の克服に向け、外

部専門家や関係機関との連携による各種支援施策を積極的に活用して、企業の体質

強化や成長を推進する。 

 

    ※    は新規・重要事業 

(1)  経営相談支援の推進 

 小規模企業等の高度・専門的な経営課題に対応するため、経営相談を実施して

経営改善を支援する。 

ア 経営指導員等による巡回・窓口相談の強化（年間目標：巡回相談６，０００

件、窓口相談２，５００件） 

イ 中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（年間目標：６０件） 

ウ 経営技術強化支援事業（エキスパートバンク事業）による専門家派遣（年間

目標：８０件） 

エ 経営サポート隊事業による相談・支援体制の強化（年間目標：派遣２件、研

修会２回、勉強会２回） 

オ 宇都宮商工会議所振興委員による地域・企業との連携強化  

カ 税務指導（記帳代行、記帳継続指導、決算代行、納税相談）の実施（年間目

標：記帳代行１０件、記帳継続指導１３０件、決算代行２５０件、納税相談１

０件） 

キ 消費税転嫁対策窓口相談等事業 

ク 専門相談（税務相談、弁理士知財相談、知的財産権相談、法律相談、不動産

鑑定相談）の実施（年間目標：税務相談５件、弁理士知財相談５０件、知的財

産権相談５０件、法律相談３０件、不動産鑑定相談８件） 

ケ 小規模企業共済制度の普及促進（年間目標：７０件） 

コ 経営指導員等のスキルアップ及びコンサルティング能力の向上  

 

(2)  創業支援体制の強化 

中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業の活用により、創業者輩出を

図るため専門家との連携を強化して支援体制を図る。 

ア 創業塾の開催（年間目標：参加３０人・創業３人） 
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イ 創業者個別支援事業（年間目標：１３人） 

ウ 宇都宮餃子拡大事業（年間目標：２件） 

エ 中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（再掲） 

オ 経営指導員等による巡回・窓口相談の強化（再掲） 

カ 創業者向け各種融資制度の斡旋 

 

(3)  金融支援の推進 

     国、県、市、県信用保証協会の融資・保証制度を普及し、中小企業の資金調達

を支援する。 

   ア 小規模事業者経営改善資金（マル経貸付）（年間目標：７０件） 

   イ 宇都宮商工会議所ビジネスローン（会員限定特別融資制度）（年間目標：会員

確認書発行５件） 

   ウ 商工いきいき特別保証制度（年間目標：推薦書発行４５件） 

 

(4)  企業再生支援の促進 

過剰債務等により経営状況が悪化している中小企業に対し、専門家による事業

再生、倒産回避または円滑な事業清算手続き等を支援する。 

ア 栃木県中小企業再生支援協議会（年間目標：相談件数１５６件、再生計画策定

支援１５６件、フォローアップ２００件） 

イ 栃木県経営改善支援センター（年間目標：１００件） 

ウ 経営安定特別相談室（年間目標：相談件数８件） 

エ 中小企業倒産防止共済制度の普及促進（年間目標：６件） 

オ 事業引継ぎ支援事業（Ｍ＆Ａサポート事業）の啓発普及（年間目標：１件） 

 

(5)  人材確保・育成の支援 

  中小企業の人材確保・育成を支援するため、各種講習会、研修会、検定試験等

を実施する。 

ア 各種検定試験の実施（年間目標：前年度比受験者２％増） 

イ ひとづくり未来塾（３０人） 

ウ 新入社員講習会の開催（年間目標：５０人） 

エ 初級簿記講座の開催（年間目標：５０人） 

オ 優良従業員表彰の実施（年間目標：事業所数６０件、従業員数２５０人） 
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カ メンタルヘルス相談支援事業（年間目標：５件） 

キ 宇都宮珠算連盟への支援 

ク ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催（年間目標：６０人） 

 

(6)  情報活用支援の推進 

  ＩＴを活用した取り組み事例の提供や企業内情報化ネットワーク構築など、企

業の情報化推進を支援する。 

ア ＩＴ活用支援事業の推進（年間目標：相談件数１０件、セミナー５０人） 

イ ＩＴ専門家の発掘と確保 

 

(7)  環境マネジメント・ＣＳＲの推進 

   環境への負荷の少ない循環型社会の構築に向けた企業経営の普及と認証取得を推 

進する。 

ア エコアクション２１認証・登録制度の推進（年間目標：４０件） 

イ 事業所版環境ＩＳＯ認定制度の推進（年間目標：１５件） 

ウ 環境にやさしい優良企業認定制度の推進（年間目標：２０件） 

エ 容器包装リサイクル受託事業 

オ 汚染負荷量賦課金徴収業務受託事業（年間目標：期限内申告・納付） 

 

(8)  福利厚生・リスク対策の促進 

    各種共済制度の加入を推進し、会員企業の「安心」と共済制度の安定を促進する。 

ア 普通共済（ふれあい共済）の加入推進（年間目標：加入率３５％以上） 

イ 個人保険（総合保険、年払保険等）の加入促進（年間目標：ベストウイズクラ

ブキャンペーン目標年間換算保険料達成） 

ウ その他の保険・共済制度の加入推進 

エ 特定退職金共済制度の加入推進 

オ 普通共済（ふれあい共済）の福祉・還元事業（年間目標：６１０人） 

  

２  地域経済の活性化 

中心市街地活性化や商店街活動への支援、及び広域からの集客を促進する観光交

流事業に取り組み地域商業の振興を図る。また、地域資源の掘り起こしや産学官連

携・農商工連携を推進し、新しいものづくりを支援する。 
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(1)  地域商業の振興促進 

集客力の向上と賑わい創出（ハード事業・ソフト事業・活性化イベント）を支

援し、中心市街地及び各地商店街の商業の活性化を図る。 

ア 中心商業地新規出店促進事業（空き店舗対策事業）の促進（年間目標：３０店

舗） 

イ 販売促進支援事業（個店力強化事業）の実施（年間目標：参加２５人） 

ウ 宮の市（商業祭）の実施（年間目標：他のイベントとの同時開催） 

エ 中心市街地広域ソフト支援事業の推進 

オ 宇都宮中心市街地活性化協議会への参画 

カ オリオン七夕まつりへの支援 

キ 商店街振興事業（宇都宮市商店街連盟への支援） 

ク 宇都宮市中心商店街連合会支援事業（年間目標：駐車券発行システムの精算） 

ケ 産業経営改善支援事業の実施（年間目標：研修２回、派遣４回） 

コ 宇都宮地域商業振興協議会への支援 

サ ＬＲＴ研究会（年間目標：提言実施とシンポジウム開催） 

 

(2)  宇都宮ブランド力の強化 

  観光・文化・スポーツなどの地域資源のブランド力強化に努め、集客交流を促

進する。 

ア スポーツを活用したまちづくり事業の推進（プロスポーツチーム支援） 

イ 宇都宮アンテナショップ「宮カフェ」の管理・運営事業（年間目標：購買者数

１２万人） 

ウ ミヤ・ジャズインの開催（年間目標：協賛 60 件・300 万円、バンド 115 件） 

エ おもてなし事業の推進（年間目標：宮のもの知り達人検定試験１００人） 

オ 宇都宮餃子祭りへの支援（年間目標：連携強化） 

カ ふるさと宮まつりへの支援（年間目標：協賛 330 件・640 万円） 

キ フェスタ in 大谷への支援 

ク 北関東三県交流事業の実施（年間目標：情報共有） 

 

(3)  ものづくり・販路拡大支援の推進 

  地域企業が持つ力を宇都宮の地域特性と組み合わせ、特色あるものづくりを支
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援し、地域経済の活性化と産業振興を図る。 

ア うつのみや次世代産業イノベーション会議の推進（年間目標：マッチング１

件） 

イ 農商工連携推進事業の推進（年間目標：採択プロジェクト１０件） 

ウ 新名産品開発事業（宇都宮雷都物語）の推進  

エ 食品業界交流会事業の支援 

オ 異業種交流事業（みやみらい２１、宇都宮創游倶楽部）への支援 

カ ザ・商談！し・ご・と発掘市による取引拡大の支援（年間目標：発注企業登

録１社、受注企業登録７社） 

キ 貿易関係証明等発給事業の実施 

ク ＧＳＩ（旧ＪＡＮ）コード推進事業 

ケ 中小企業国際ビジジネス支援事業 

コ 会員割引チケットサービス事業（年間目標：クーポン券発行３０件） 

サ 工業団地役員との交流会の開催 

 

(4)  ひとづくり支援の推進 

  企業活力の強化や地域経済の活性化を推進するため、その基盤となる経営者等

の育成を支援する。 

ア 青年部事業の支援（年間目標：新規会員２０件） 

イ 女性部事業の支援（年間目標：新規会員５件） 

 

(5)  雇用の促進支援 

    若年者等の職業意識の啓発や職業能力形成の支援を通し、ハローワーク等関係機

関や学校等との連携を図り、中小企業の常用雇用を支援する。 

ア ジョブ・カード制度推進事業の実施（年間目標：訓練計画申請５０社） 

イ 労働保険事務組合事業の支援（年間目標：受託２４０社） 

ウ 若年者地域連携事業の強化（年間目標：合同企業説明会３回、職場見学会６回） 

エ 宇都宮地区雇用協会への支援（年間目標：雇用機会創出） 

オ 外国人研修生受入れ事業の実施 
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３  政策提言・組織・財政基盤の強化 

  会員や地域からの意見・要望を幅広く反映させ、地域のオピニオンリーダーとし 

て、行政等に対して積極的な政策提言活動を実施する。また、安定した事業運営を 

展開していくため、会員組織の拡大と財政基盤の強化に努める。 

 

(1)  建議・要望活動の充実 

   地域及び産業の振興を図るため、景気対策、中小企業対策、公共交通の充実、

まちづくりの推進等について建議・要望活動を積極的に実施する。           

    ア 国・県への建議・要望活動   

イ 市への建議・要望活動   

 

(2)  組織・財政基盤の強化  

会員組織の拡大と安定した財政基盤の強化に努めるとともに、部会、委員会活

動を積極的に展開・支援する。 

ア 入会推進・退会防止事業の展開（年間目標：入会２００件・退会２００件） 

イ 役員議員活動の充実 

   ウ 部会活動の充実 

 エ 委員会活動の充実 

オ 中期事業計画（平成２６年度～平成２８年度）のローリング 

カ 中・長期財政計画（平成２６年度～平成３５年度）のローリング 

キ 職員による全会員事業所への訪問（年間目標：３ヵ年で全会員事業所訪問） 

ク 会員管理（年間目標：会費徴収率９８％） 

ケ 県内商工会議所経営指導員等研修会 

 コ 県内商工会議所経営指導員等技術研修会 

サ 中小企業支援機関との連携強化 

 

(3)  広報広聴活動の充実 

  会員企業との定期的コミュニケーションツールである会報の充実と、ＷＥＢを

活用して各種情報を提供する。 

ア 会報「天地人」の発行（年間目標：毎月１０日発行（年１２回）） 

イ ホームページからの情報の発信（年間目標：アクセス１７万件） 
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   ウ 会員Ｅメール配信サービス（「ｅ－天地人」）の拡充（年間目標：新規登録７０

件） 

エ ビジネス情報手帳「パートナー」の発刊配布 

オ 地域ポータルサイト「うつのみやマップ」からの地域情報の発信（年間目標：

アクセス１５万件） 

カ データマップ２０１４の作成と情報提供 

キ 県内商工会議所統一パンフレット作成事業（年間目標：２，７００部） 

ク 中小企業景況調査の実施及び調査結果の提供（年間目標：回収率８０％） 

ケ 商工会議所早期景気観測調査（ＬＯＢＯ調査）の実施及び調査結果の提供（年

間目標：回収率１００％） 

 

(4)  会員サービスの強化 

   会員企業へのサービス事業を調査研究しながら、会員サービス事業の拡充構築

に努める。 

ア 会員企業チラシ・カタログ等展示コーナーの設置管理（年間目標：９５件） 

イ 会報「天地人」有料折り込みチラシ事業の実施（年間目標：１８件） 

ウ 普通共済（ふれあい共済）の福祉・還元事業（再掲） 

エ 会員割引チケットサービス事業（再掲） 


